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に、第 1 次大戦期と終戦直後、1920 年代、30 年代の三つの時期を分けて、各時期についての
分析を 1～3の各章で行なう。 
 
1. 第 1次世界大戦期と終戦直後 
 
1.1 第 1次世界大戦期 




って鉄鋼需要が生み出された。1914 年から 18 年にかけて、鋼材の需要高は 65 万トンから
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例えば、大戦前の 1910 年代初頭、鉄鋼材の需要約 100 万トンうち、鉄道用が約 25 万トン、
土木建築用が 35～40 万トンを占めており、民間造船用は鉄鋼材需要のわずか 3～4 万トンに
すぎなかった3。 
しかし、大戦期には、造船用材が大戦前の鉄道用材の占めていた優位に入れ替わった。大
戦末期の 1918 年に推定鉄鋼総需要高 134～157 万トンのうち、民間造船用が 25～30 万トン
で約 2 割を占め、建艦用を含めると 3 割近くを占めた4。農商務省臨時産業調査局によれば、
18年の職工 30名以上の民間機械工場の鋼材需要の中、造船業が 5割を超えていた5。 
大戦前に、鋼材内需のほとんどは輸入によって賄われていたが、第 1 次大戦の開戦後、輸
入困難はその深刻さを増していった。まず、ドイツ、ベルギーからの鋼材輸入が途絶され、





(2)  鉄鋼メーカーの設備投資 
需要が急増する中で、鉄鋼輸入困難が著しくなると、それをビジネスチャンスとして捉え
た国内鉄鋼メーカーの設備増強が相次ぎ、殊に、製鉄所の新設が多かった。農商務省臨時調
査局調べによれば、1913 年、22 にすぎなかった製鉄所数は 18 年に 209 になり、年産 5 千ト















4 『日本鉄鋼史（大正前期篇）』、p.49；橋本（1984）、p.33；『稿本三井物産株式会社 100 年史（上）』、
p.369。 
5 吉田（1928）、pp.59～60。 














鋼品を製造したが、15 年 11 月には「鋼材自給を目的」として兵庫工場に製鋼部門を設けた上、
17 年 5 月に、葺合工場を新設して鋼材の製造を始めた14。16 年 4 月に設立された浅野造船所
（横浜造船所として設立、同年 12月浅野造船所に改称）も鋼材不足に直面し、17 年 4月、造
船用鋼材自給計画を立て、同年 6月に製鋼部を設立し、9月より厚板工場建設を開始した15。 
官営の八幡も圧延設備投資に積極的であった。八幡は 1915 年、第 2 厚板工場の建設工事に
着手し、16 年に第 3 分塊工場と第 2 中形工場、17 年に第 3 小形工場での操業をそれぞれ開始



























1913年の 20.8%から 18年に 40.7%に上昇した。 
17 『日本鉄鋼史（大正前期篇）』、p.195；『八幡製鉄所五十年誌』、p.54。他の第 3 期拡充計画の内容は、
高炉（日産公称能力 250 トン）1 基、平炉（60 トン）8 基、分塊工場及び板用鋼片工場の増設、ブリキ板工場
の新設、鍛鋼、発条工場の増強などであったが（『商工政策史』、p.170）、その実行は遅延された。 
18 『八幡製鉄所五十年誌』（1980）、pp.54、58；飯田･大橋･黒岩編（1969）、p.195。 















る程度阻止できた。そのため、銑鉄生産に進出する必要がなかった22。実際に、1918 年 6 月
現在、銑鋼一貫工場数はわずか 4 つしかなく、民間で一貫生産していたのは、釜石製鉄所と
日本鋼管の 2 社のみであった。このうち、日本鋼管は、小規模な高炉を建設し、わずか 1918







圧延工程の設備投資によって 1914年から 18年までの間に、鋼材生産が 28万 3千トンから
53 万 7 千トンへと増大した25。輸入減退の中で、国内製品がこれにとって代るようになったの
である26。しかし、戦中の鉄鋼供給は、必ずしも需要の拡大に対応できなかった。例えば、1
次大戦期の試算では当時各造船所が引受けていた 52 隻の船舶の建造に要する鋼材 11 万トン














24 第 3 期拡張計画実施中の 1918 年において、八幡の鋼材供給高は 3 万 2 千トンにとどまった（橋本
（1984）、p.46）。 
25 飯田･大橋･黒岩編（1969）、p.194。 
26 『稿本三井物産株式会社 100年史（上）』、pp.369～370。 
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た。18 年の鋼板価格は、開戦時の約 10 倍に達しており、14 年 5 月、62 円だった棒鋼のトン
当り価格は、18 年には 423 円にまで騰貴した30。14 年を 100 とすれば、東京卸売物価指数が





























30 『販売旬報』（1932）第 188号、pp.1～2；『鉄と鋼』1932年 2月号、p.321；『商工政策史』、p.168。 
31 飯田･大橋･黒岩編（1969）、p.193 
32 『日本鉄鋼史（大正前期篇）』、p.179。 
33 例えば、1915 年より造船用鋼材の内製を行った川崎造船所は、1917 年下期から 1920 年下期まで前後 8 期
間に続いて多額の利益を計上し、それが同社の製鋼能力を急速な増強に影響したとされる（『日本鉄鋼史（大
正前期篇）』、p.220）。 
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大戦中に、八幡は民間向け販売を抑え、軍需を中心とする官庁向け販売に傾斜したものの36、
























1918 年、公入札によって販売された八幡の鋼材は 6 万 3 千トンであったといわれる43。だ
が、同年の八幡の民間向け鋼材販売量は 15 万 2 千トンに至っている44。つまり、公入札によ
って販売された部分は民間向け販売の 4 割強にとどまっており、1 次大戦末期にも、八幡の民












































中小零細企業のものであった。たとえば、1918 年度の 209 民間製鉄工場（内地のみ）のうち、





























も戦後にずれ込んだ。例えば、八幡では休戦直後の 1918 年 12 月に第 5 高炉、21 年 4 月には
第 6 高炉の火入れが行われた。19 年 5 月に東洋製鉄が第 1 高炉を火入れし、同年 9 月に鞍山
製鉄も第 1高炉を火入れした。 
圧延設備の完成も終戦後に集中した。八幡の第 2 大形工場は、1919 年 5 月に重軌条及び形








































ば、川崎造船所の葺合工場が部分的に操業を開始したのは 1918 年 7 月の中板工場の完成時点
であり、完全な形で生産を始めたのは、大戦も最終局面を迎えた同年 9 月、厚板工場の完成








1918 年 9 月であった。開業間もなく終戦休戦を迎えたのである。終戦後、同社の鋼材生産は
急増した。例えば、18 年当時、浅野造船所鋼板工場の鋼材生産は僅か 4 千トンにすぎなかっ
た。しかし、終戦後の 19 年に、同工場の鋼材生産は 2 万 5 千トンに上り、需要不振の中で同














































































































行った。すなわち、政府は毎月一回の八幡の鋼材払下を中止すると共に、1919 年 3 月には京阪地方市場に滞
貨していた釜石、本渓湖、兼二浦、輪西などの製品 1万 6,500トンを買い上げた。 























川崎造船所葺合工場（1928 年 6 月に、製鈑工場へと改称）はそれまで輸入の多かった薄板
の輸入防止のため、薄板の生産を計画、厚板生産設備を活用して薄板工場を創設し、24 年に
薄板の生産を開始した。同工場は、当時国産化が困難であるととされた USG32 番（0.258 ミ
リ）の試圧延に成功した。その後、シートバー加熱、ロール･キャンバー、パス･スケジュール
の作業標準を確立するなど技術が向上したため、25年 10月圧延機 2組を稼動し、さらに、26
年 11 月には圧延機 8 組を稼動した。また、27 年 10 月には、第 2 薄板工場を建設し（既設の
薄板工場を第 1 薄板工場とした）、28 年 11 月に圧延機 4 組、29 年 1 月には 8 組をそれぞれ




ール工場建設計画が進行し、24 年 2 月に再び棒形鋼の生産を開始した。その後、同社の棒鋼
生産は急増したが、形鋼は成績不良で生産中止された。線材については、住友伸銅所尼崎工























つの分塊工場しかもたなかった。技術的にも支障があったため、分塊生産能力は月産 1 万 2～
3千トンに止まっていた。 
しかし、20 年代前半に分塊設備の増強が図られた。22 年に第 4 分塊、第 5 分塊が相次いで
枝光地区で稼動し、第 3 期拡張計画の一環として 25 年に八幡の第 6 分塊工場も稼動開始され
た83。こうして、八幡は、昭和初頭に年産 140万トンの分塊能力をもった。 
こうした分塊設備は圧延設備投資に連動される形で増強された。例えば、第 3 分塊には連






するように、24 年の薄板生産の増強に対応して 26年、新たな方式の平炉 2基を稼動しており、
この製鋼設備能力を十二分に発揮するために、29 年 6 月にはドイツクルップ社製圧延機を輸
入し、年産能力 20 万トンの平鋼工場を新設した。それによって、材料シートバーをほとんど
全量自社製造できるようになった。さらに、精巧な機械装置と職工熟練効果が現われ、予定




年末に 27 基に達しており、200 トン傾注式の新式炉まで出現した。八幡がこの 200 トン傾注
式平炉を稼動したのは 1925 年末であった。同社の第 1 製鋼工場は、当初、屑鉄法による平炉
鋼生産を行ったが、第 2 製鋼工場、第 3 製鋼工場は、屑鉄に依存しない銑鉄鉱石法で平炉鋼
生産を行った87。他方、普通鋼の製鋼設備として、八幡は平炉だけでなく、ベッセマー転炉も
                                                            
82 『日本鉄鋼史（大正後期篇）』、pp. 336、338。 
83 『八幡製鉄所八十年史（部門史（上巻））』、pp.123～124。当時日本唯一の偏平鋼片製造の分塊工場とし





86 川崎造船所『営業報告書』（第 68 期、1929 年 12 月 1 日～30 年 5 月 31 日）；『川崎製鉄二十五年史』、
pp.24、234、272；『川崎造船所四十年史』、p.146。 
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稼動していたが、27 年 11 月、24 年余の歴史的使命を終え、ベッセマー転炉が休止になり、
日本に大型転炉はすべてなくなった88。 
1920 年代を通して、民間製鋼企業では 25 トン炉がまだ全盛期であったものの、20 年代後
半には、民間各社も大型平炉を新設した。例えば、27 年末現在、50 トン以上の平炉は、室蘭
製鋼所 1基、九州製鋼 3基、三菱兼二浦 3基、浅野鶴見 2基で、合計 9基もあった89。 
新たな方式の平炉を建設する民間メーカーもあった。川崎造船所がその好例であろう。川
崎造船所は葺合工場で 20 年代前半より平炉増設を続け、生産を伸ばしたが、前述のように、
24 年 6 月より薄板生産の増強を行うに伴って一層の製鋼能力増強の必要性が高まった。その













鋼不均衡が著しくなったのである95。例えば、26 年の銑鉄生産は 19 年の約 1.4 倍だったのに
対して、26 年の鋼材生産は、19 年の 2 倍以上に達した。また、1924 年に銑鉄と鋼材の内地生
産の開きは約 26 万トンだったが、27 年には 52 万トンに拡大した96。八幡だけをみても、20
年代後半、同社の鋼材生産能力が過大であったのに対して、粗材･銑鉄の生産能力は過小であ
り97、例えば、20 年代末に、八幡の鋼塊生産能力が 100 万トン、鋼材生産能力が 75 万トンだ
ったのに対して、銑鉄生産能力は 50 万トンに止まった。前述したように、1 次大戦期には、
                                                            
88 『八幡製鉄所八十年史（部門史（上巻））』、pp.66、68、71。その理由については、『日本鉄鋼史（大正




90 『川崎製鉄二十五年史』、pp.23、230、262、264；川崎造船所『営業報告書』（第 68期、1929年 12月 1















































が、高炉建設に着手されたのは 1923 年で、銑鉄生産を始めたのは、27 年になってからであった（『日本鉄鋼
史（大正前期篇）』、p.225；飯田･大橋･黒岩編（1969）、p.273）。 
99 飯田･大橋･黒岩編（1969）、pp.209～211。 
























率も高まった。たとえば、22 年に約 35%だった稼働率は 27 年にその 2 倍の 70%に上昇した
105。29 年の鋼材市況が 1 次大戦後初めて上昇に転じたため、各企業は競って増産に努め、同
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115 『販売旬報』（1928）、第 62 号；同（1932）、第 188 号；『日鉄社史営業編―販売関係回顧座談会』、
p.12；長島（2012）、pp.660～661。 
116 当然ながら、先物定期契約による八幡の狙いは安定した販路確保と、定期契約以外の販売量の伸縮的な調
整を行うことであった（『中外商業新報』1927年 7月 7日；岡崎（1993）、p.82；岡崎（1985）、p.111）。 
117 長島（2012)、p.658；『鋼材年報』各号。 








124 『販売旬報』（1929）、第 82号；長島（2012）、pp.660～661。 
125 『鉄と鋼』（1928）、第 14年第 6号；長島（2012）、p.660。 
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った。殊に、需要が急増する 36 年以降、日鉄の圧延設備が本格的に増えた。まず、36 年に富
士製鋼所に有力な帯鋼設備を建設した上、それまで輸入に依存していた高級鋼板を自給する
ために、第 1次拡充計画の一環として、洞岡工場に年産 4万トンの設備を建設した151。 
また、1936年 10月、戸畑ストリップ工場の建設が開始された。ただ、この設備は厖大かつ
精巧で、なおかつ設備に関する経験もなかったため、その工事が遅延し、ようやく 40 年 9 月
に作業を開始することができた。新設の洞岡第 2 ブリキ工場の能力向上および既存の第 2 薄
板工場の改造も行なわれ、また、38年には第 3中形工場も稼動した152。 





149 奈倉（1984）、p.473；『日本鉄鋼史（昭和第 1期篇）』、pp.36、184。 
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延機と連続鋼片圧延機を西八幡の第 4 製鋼工場に移設すると共に、均熱炉を新設し、これを
第 8分塊工場（後の第 2分塊工場）にし作業を開始した153。 
民間製鋼メーカーも圧延設備投資に積極的であった。これは、1930 年代前半に銑鋼不均衡
が著しかったことの原因でもあった。民間製鋼企業の圧延設備投資の事例をみておこう。 
川崎造船所は、需要が増加しつつあった自動車用高級仕上鋼板の研究を重ね、1931 年 4 月、
ドイツから 3 重式冷間薄板圧延機を輸入して製造を開始し、自動車、車両、高級家具用の高
級仕上げ鋼板の製造に進出した。同社は 31 年 4 月から 36 年 11 月にかけて、3 重式冷間薄板
圧延機 6 基を設置した。また、33 年 8 月にはドイツのデマーク社から 4 重式冷間薄板圧延機
も輸入した上、第 1 薄板工場には、36 年 2 月ばね用鋼帯製造のため、6 重式圧延機を設置し




て大口径鋼管生産を開始した。例えば、日本鋼管は、33 年に外口径 350 粍までの大口径鋼管






製鋼設備については、平炉設備の大型化が進んだ。容量 50 トン以上のものは 31 年末の 31
基から、36 年末には 49 基（満州を含めると 53 基）になり、同じ期間に、平炉 1 基当り平均
生産能力は 2 万 8 千トンから 3 万 6 千トンへと増大した157。1901 年に始業した八幡最古の第
1 製鋼工場は、32 年 11 月から改造され、日鉄時代になってから、この第 1 製鋼工場の改造が
引き継がれた。さらに、西八幡第 4 製鋼工場（元九州製鋼）の増強等も追加され、日鉄の第 2






ていた。日鉄の第 1 次拡充計画でも、製鋼部門の拡張が製銑部門を上回った。例えば、31 年
に銑と鋼材との生産の開きは 60万トンであったが、36年になると 240万トン近くまで拡大し




155 『日本鉄鋼史（昭和第 1期篇）』、p.124。 
156 『川崎製鉄二十五年史』、pp.25、240、271、280。1935 年に、川崎造船所はブリキ事業にも参入したが、
37年に製造を中止した。 
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実際、34 年の発足後、日鉄が第 1 の課題として取り挙げたのは設備拡充であり、34 年 10
月から大規模な設備拡充を行ったが、とりわけ製銑設備の増強が著しかった。日鉄の高炉 1
基当り平均年産能力（満州地域を含む）は 31 年末の約 9 万トンから 36 年末に約 11 万トンと
上がった。31年に 300トン以上の高炉が 8基だったが、36年には 400トン以上の高炉が 8基
になった162。1931 年に、最大容量の高炉は 500 トン炉だったが、36 年には、700 トン炉も稼
動した。 
さらに、1937 年には、日鉄の第 1 次拡充計画の一環として、1,000 トン高炉（洞岡第 3 高
炉）が火入れされた。この洞岡第 3 高炉は、当時としては日本最大の高炉であり、世界最大
級の規模でもあった。翌年には、2 基目の 1,000 トン高炉である洞岡第 4 高炉が火入れされ、
この一連の設備投資で洞岡製銑設備が完成し、それまでの東田高炉に代わって、洞岡工場が









恐慌からの回復で、鋼材需要も大幅に増加し、1931 年から 33 年にかけての増加率は 6 割
近くに達した。さらに 30 年代後半には軍需関連を中心に鋼材需要の増加はより急速になった。 
                                                            
159 『日本鉄鋼史（昭和第 1期篇）』、p.260～261；『商工政策史』、p.340。 
160 岡崎（1993）、p.203。 
161 『日本鉄鋼史（昭和第 1期篇）』、p.78。 
162 『日本鉄鋼史（昭和第 1期篇）』、p.45。 





























輸入への依存度が高かった 20 年代との違いであり、30 年代の鋼材取引における国内供給者の
交渉力を高める要因であった。また、20 年代のような慢性的な供給過剰から脱却したという
点でも、30年代の鋼材市場は 20年代と異なった。 











166 『日本鉄鋼史（昭和第 1期篇）』、p.228。 
167 『川崎製鉄二十五年史』、p.25。 











販売経路は、第 1 に、実需家への直接販売（直売）、第 2 に、商社を経由して実需家に販
売する経路、第 3 に、「商社―問屋」を経由して実需家に販売する経路171の三つであった。そ
のうち、一般鋼材の取引は配給の円滑と市場統制の必要上特定の商事会社又は問屋を利用し
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